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１．はじめに 

インターネットの発達・汎用化により，ネッ

トワーク上において様々な形態の電子商取引が

なされるようになった．共同購入は急成長して

いる電子商取引の一形態で，買い手の人数によ

って単価が変化し，買い手は多人数でグループ

を形成するほどより安価に購入できる[1]．共同

購入マーケットにおいて，買い手は出品されて

いる商品に対して留保価格を設定しなければな

らない．留保価格とは買い手が商品に対して払

うことのできる限度額である．しかし買い手に

は各々の嗜好があり，それぞれの商品に対して

別々の留保価格を設定しなければならない．本

論文では買い手が各々の嗜好に基づいて設定し

た留保価格内でより効用が大きくなるように買

い手同士の提携形成の手法について提案する．  

本論文では，具体的な問題例を用いて個別留

保価格設定された電子共同購入の特徴を示し，

問題に特化した遺伝的アルゴリズム（Genetic 

Algorithm : GA）による解決を試みる．一般的

に参加者が複数の提携形成問題は，参加者の数

に対して解空間が指数関数的に増加するため解

の導出が困難である．商取引の性質上，実時間

で取引する買い手を計算する必要があるため，

本論文ではGAを用いた解決手法を導入する．GA

はNP困難な問題を比較的短時間で 適解，もし

くは準 適解を求めることができる[2]． 
 

２．個別留保価格設定 

共同購入の手順について説明する．売り手は

それぞれ出品した商品に，商品数とそのときの

単価の関係を示したテーブルを主催者側に提出

する．買い手は留保価格を主催者側に提出する．

留保価格とは買い手がある商品に支払ってもよ

いと考える 高価格である[3]．以上の条件から

買い手全員の効用の合計値が 大になるよう提

携形成をすることが目的である． 

 

 

 

共同購入は取引される品数でその単価が変化

するため，買い手全員が購入する品物を決定す

るまで購入単価を決定できない．全ての買い手

が留保価格内で，効用の合計が 大になる組み

合わせを探索するには全可能性を検索するしか

ない．買い手の組み合わせ問題は NP 困難である． 

本論文で扱う共同購入マーケットは代替財を

用いた共同購入マーケットで，買い手は複数の

売り手が出品する同一の種類の商品の中からな

るべく効用が大きくなる商品を選択して購入し

たい．しかし，買い手は別々の嗜好を持ってお

り，全ての商品に対して同一の価値観を持たな

いものである．そこで，買い手は全ての商品に

対して別々の留保価格を設定する．別々の留保

価格設定をすることで買い手はより希望通りの

商品を購入しやすくなる．また，希望の商品を

安価に購入した場合は効用の値が大きくなり，

買い手の嗜好が効用に反映されることになる．

買い手同士の提携形成は全ての買い手が留保価

格内で購入できる提携組み合わせを探索しなく

てはならないため，制限条件を満たした組み合

わせを見つけるのは非常に困難となる． 

 

３．GA に基づく実時間提携形成アルゴリズム 

３．１ 問題の遺伝子表現 

図 1 のように，買い手人数と同じ大きさの配

列を用意し，各買い手がどの商品を購入するか

を表現することで，解集団の遺伝子表現とする． 
買い手1 買い手2 買い手3 ・・・・・・ 買い手n

遺伝子 商品A 商品B 商品C ・・・・・・ 商品B  
図１ 遺伝子表現 

本問題には以下の二つの制限がある． 

１）商品は必ず有限個であり，それを超える人数

の買い手がその商品を選ぶことはできない 

２）買い手が設定した限度額を超える単価の商品

を振り分けてはいけない 

以上の制限を満たさない組み合わせを表現する

遺伝子は致死遺伝子となる．  

３．２ 交叉における致死遺伝子抑制 

本問題では，普通の一点交叉を行った場合，

多数の致死遺伝子を生み出してしまい，解探索

の効率を下げてしまうことがある．そこで，以

下のような手順で交叉を行う．①交叉率によっ
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て交叉を実行するか否かを決定する．②交叉の

実行が決定された二つの個体はすべての交叉点

で交叉され，親個体とともに一度プールされる．

③その中から評価の高い個体を二つ取り出し次

の世代に生き残らせる．これにより， 悪の場

合交叉した個体がすべて致死遺伝子になったと

しても，親個体が次の世代に引き継がれる．従

って前世代の個体が致死遺伝子でない限り，こ

の交叉によって致死遺伝子が次世代に受け継が

れることがない．  

３．３ 遺伝子集団の分散化 

問題解決に GA を用いるのは演算の過程で生ま

れる解候補を参加者人数変化後に利用し，演算

量を削減するためである．しかし，参加者人数

変化後に全ての解候補が 適解導出に有用であ

るとは限らない．環境が変化した場合に全てを

初期化した集団から大域的に検索しなおす方が

有用な場合も考えられる．そこで，GA の初期集

団を二つに分け，環境変化時に初期化する集団

と演算途中に導出された解候補を利用して演算

を続ける集団とに役割分担をする．そうするこ

とにより参加者人数が変化したときにこれまで

導出された解候補を利用して演算量を削減する

ことができる． 

また，分散した遺伝子集団間で優秀な遺伝子

を移動させることによってより効率のよい解探

索を行うことができる．GA には遺伝子集団が局

所解に陥ることによって優秀な解を導出できな

くなることを防ぐために突然変異という操作を

行う．本アルゴリズムでは突然変異の操作では

なく問題変化時に初期化される遺伝子集団の優

秀な遺伝子を移植させることで遺伝子集団の収

束を緩める．図２に遺伝子集団の分散化の例を

示す．これにより，解を受け継ぐ遺伝子集団は

効率よく局所解を回避することができる． 

 
図２ 遺伝子集団の分散化 

 

４．実験 

あらかじめ６つの商品の価格テーブルと１２

人の買い手の留保価格テーブルを乱数によって

設定する．はじめは５つの商品と１０人の買い

手による共同購入マーケットを開始する．共同

購入開始から１０秒後に新たな買い手を一人参

加させる．開始から１５秒後に新たな商品をひ

とつ加える．開始から２０秒後にある商品は締

切時間を迎える．開始から３０秒後にさらに一

人買い手を参加させ，３５秒後に全ての商品が

締切時間を迎える． 
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図３ 各アルゴリズムの時間遷移 

図３は提案手法，動的計画法，欲張り法が算出

した 適解を時系列で並べたものである．動的

計画法は組み合わせ問題を少ない演算量で解く

ことのできるアルゴリズムだが提案手法にくら

べて制限条件を満たした解導出までに時間がか

かりすぎる．その結果，頻繁に参加者数が変化

するような問題に対応できず，締切時間に対し

て提携形成が間に合わないことがあることがわ

かる．また，欲張り法は演算時間が短いが問題

によっては解を導出できていない． 

 

５．まとめ 

本論文では，個別留保価格設定された共同購

入における提携形成問題を取り上げて，ＧＡを

用いた解法を構築した．買い手が商品に対して

個別に留保価格設定をするため，制限条件が厳

しく，単純な並び替えアルゴリズムでは制限条

件を満たした解を導出できないが本アルゴリズ

ムは優秀な解を実時間で導出することに成功し

た．  
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